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事実の概要

　Ｙ１株式会社（債務者）は、電気工作精密機械
器具の輸出入販売等を目的として昭和 34 年に設
立された株式会社であり、同社の株式を譲渡によ
り取得するには取締役会の承認を受ける必要があ
る、いわゆる非公開会社である。Ｘ１（債権者）は、
Ｙ１社の株主であり、代表取締役社長の地位にあっ
た者であるが、平成 27 年 12 月に、Ｙ２（債務者）
にその地位を譲り、現在は代表取締役会長の地位
にある。Ｘ１の息子であるＸ２は、Ｙ１社の株主で
あり、取締役である。
　Ｙ１社の発行済株式総数は 8万 9,600 株である
ところ、自己株式 4万 9,720 株を除き、平成 28
年 12 月 25 日時点で、Ｘ１は 2 万 8,000 株、Ｘ２
は 1万 1,880 株の同社株式をそれぞれ保有してい
た。しかし、その後、Ｘ１が、Ｙ３株式会社（債務
者。Ｙ２は、Ｙ３社の代表取締役であり、同社の株式
の全てを保有している）に対して、平成 29 年 3 月
27 日付けでＹ１社株式 2万株を 4億 7,000 万円で
譲渡する（以下、本件株式譲渡）旨記載された同
月 22 日付けの株式売買契約書が存在し、さらに、
同月 10 日にＹ１社の取締役会において、本件株
式譲渡を承認する旨の決議がされたことを示す取
締役会議事録が存在している。これを受けて、平
成 29 年 3 月 31 日現在のＹ１社の株主名簿とされ
るものには、自己株式を除く株主につき、Ｙ３社
が、2万株、Ｘ１が 8,000 株、Ｘ２が 1 万 1,880 株
のＹ１社株式をそれぞれ保有する旨が記載されて
いる。

　かかる状況の下で、平成 29 年 9 月 27 日午後
2時を会日とし、Ｘ１解任の件、Ｘ２解任の件、お
よびＹ１社の取締役であった訴外Ａ解任の件など
を会議の目的とするＹ１社の臨時株主総会（以下、
本件臨時株主総会）につき、同月 15 日のＹ１社の
取締役会において招集決議（以下、本件取締役会
決議）がなされた。本件取締役会決議の議事録に
は、本件臨時株主総会において、①Ｘ１の解任お
よびＸ１の解任に伴う退職慰労金支給の件を決議
する旨の議案（第 1号議案）につき、取締役 6名
のうち、特別利害関係人であるＸ１を除く 5名中
3 名の賛成を得たため、同議案を可決する、②
Ｘ２の解任の件を決議する旨の議案（第 2号議案）
につき、取締役 6名のうち、特別利害関係人であ
るＸ２を除く 5名中 3名の賛成を得たため、同議
案を可決する、③Ａの解任およびＡの解任に伴う
退職慰労金支給の件を決議する旨の議案（第 3号
議案）につき、取締役 6名のうち、特別利害関係
人であるＡを除く 5名中 3名の賛成を得たため、
同議案を可決する旨の決議がされたことが記載さ
れている。
　Ｙ１社は、同社の株主に対し、平成 29 年 9 月
15 日付けで本件臨時株主総会の招集通知を行っ
た。そこで、Ｘ１およびＸ２が、本件取締役会決議
には会社法 369 条違反があるなどと主張し、本
件臨時株主総会の招集権者であるＹ２に対する会
社法 360 条に基づく取締役の違法行為差止請求
権を本案として、本件臨時株主総会の開催禁止の
仮処分命令を求める（以下、本件申立て①）とと
もに、Ｙ３社は、Ｙ１社株式を有効に取得していな
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いなどと主張し、株主権に基づく妨害排除請求権
を本案として、本件臨時株主総会におけるＹ３社
の議決権行使禁止の仮処分を求めた（以下、本件
申立て②）。
　以下では、紙幅の関係上、本件申立て①につい
てのみ扱う（なお、本件申立て②につき、本決定は
本件株式譲渡に係る売買契約は有効であるとし、Ｙ３
社は、本件臨時株主総会において議決権を行使する
ことはできないとはいえないとする）。

決定の要旨

　「会社法 369 条 2 項が特別利害関係取締役を取
締役会の議決に加わることができないとしている
趣旨は、特定の取締役が、会社に対する忠実義務
（同法 355 条）を誠実に履行することが定型的に
困難と認められる個人的利害関係ないしは会社外
の利害関係を有する場合に、取締役個人と会社の
間の利害対立を事前に防止するために、当該取締
役の議決権行使を否定するところにあると解され
る。
　これを本件についてみると、対象取締役は、取
締役会において自己の解任議案が株主総会に提出
されるか否かが決定される以上、自己の身分に係
る重大な利害関係を有することは明らかであっ
て、会社に対して負担する忠実義務に従い、公正
に議決権を行使することは必ずしも期待しがた
く、むしろ自己の利益を図って議決権行使するこ
とも否定できない。そうだとすると、忠実義務違
反を予防し、取締役個人と会社との間の利害対立
を事前に防止するために、対象取締役は、議決に
加わることができないとすることが相当である。」
　「対象取締役が、自己の解任に係る議案につい
て反対の議決権を行使することで、そもそも株主
に当該取締役解任の可否を問う機会すら奪うこと
があり得るのであるから、対象取締役は、特別利
害関係取締役であるとして、議決に加わることが
できないとするべきである。
　よって、本件取締役会決議……において、対象
取締役が特別利害関係取締役に該当するとして議
決に加えなかったことに会社法 369 条 2 項違反
はない。そして、その他本件取締役会決議……を
違法ならしめる事由は認められないから、本件臨
時株主総会の招集手続に重大な法令違反があり、

無効であるとはいえない。」

判例の解説

　一　本決定の意義
　本件は、非公開会社であって、取締役会設置会
社であるＹ１社の代表取締役かつ株主であるＸ１お
よび同社の株主かつ取締役であるＸ２が、同人ら
を同社の取締役から解任すること等を本件臨時株
主総会の議案とすることを決定した本件取締役
会決議には会社法 369 条違反がある等と主張し、
本件臨時株主総会の招集権者であるＹ２に対する
会社法 360 条に基づく取締役の違法行為差止請
求権を本案として、本件臨時株主総会の開催禁止
の仮処分命令を求める等した事案である。
　本決定は、下級審裁判所の判断ではあるものの、
取締役の解任を株主総会の議案とするかどうかに
ついての取締役会決議について、解任の対象とさ
れた取締役（以下、解任対象取締役）が会社法 369
条 2 項にいう「特別の利害関係を有する取締役」
（以下、特別利害関係取締役）に該当することを明
らかにした点に意義がある。

　二　会社法 369 条 2項の趣旨と特別利害関係
　　　取締役の例
　会社法 369 条 2 項は、同条 1項の取締役会の
決議について、特別の利害関係を有する取締役は、
議決に加わることができない旨を定めるところ、
ここにいう「特別の利害関係」とは、特定の取締
役が、当該決議について、会社に対する忠実義務
を誠実に履行することが定型的に困難と認められ
る個人的利害関係ないしは会社の利害関係を意味
すると解されている１）。すなわち、特定の取締役
がかかる利害関係を有する場合には、当該取締役
は会社の利益に適うように議決権を行使しないお
それがあることから、取締役個人と会社の間の利
害対立を事前に防止すべく２）、当該取締役の議決
権行使は排除される。本決定も、同条 2項の趣
旨をこの点に求めている。
　取締役会決議につき特別利害関係を有する具体
的な例として、譲渡制限株式の譲渡承認（会社法
139 条 1 項）、競業取引や利益相反取引の承認（会
社法 356 条 1 項・会社法 365 条 1 項）、会社に対す
る責任の一部免除（会社法 426 条 1項）、監査役設
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置会社以外の会社における会社と取締役との間の
訴えの会社代表者の選任（会社法 364 条）、特定の
取締役に対して第三者割当増資をする場合の取締
役会決議等がある３）。

　三　本決定における特別利害関係取締役の
　　　該当性の判断基準
　１　代表取締役の解職の場合との比較
　本件では、取締役の解任を株主総会の議案とす
るか否かについての取締役会決議に関して、解任
対象取締役が特別利害関係取締役に該当するか否
かが争われているが、従来、判例や学説はこの点
を必ずしも明らかにしていないように思われる。
　この点に関連し、代表取締役の解職に係る取締
役会決議において解職の対象とされた代表取締役
が特別利害関係取締役に該当するか否かが争わ
れた事案である最判昭 44・3・28 民集 23 巻 3号
645 頁（LEX/DB27000832）は、取締役会における
代表取締役の解職について、当該代表取締役が会
社に対して負担する忠実義務に従い公正に議決権
を行使することは期待しがたいことから、かかる
忠実義務違反を予防し、取締役会の決議の公正を
担保するため、当該取締役の議決権の行使を禁止
すべきであるとして、当該代表取締役は特別利害
関係取締役に当たるとする４）。さらに、この理は、
非取締役会設置会社における取締役の解任に係る
株主総会の招集の決定にも当てはまり、解任対象
取締役は、自己の解任の件を議案とする株主総会
の招集につき、特別の利害関係を有する取締役と
して取締役の決定に加わることはできないと判示
する裁判例５）がみられる。
　本決定もまた、取締役の解任を株主総会の議案
とするか否かを決定する取締役会決議について、
解任対象取締役は特別利害関係取締役に当たると
解する理由として、上記の判例や裁判例と同様に、
解任対象取締役には忠実義務に従い公正な議決権
行使が期待できないことを挙げる。
　もっとも、取締役の解任の場合、①取締役を解
任する議案を株主総会に提出するか否かについて
の取締役会決議が可決され、取締役の解任議案が
株主総会に提出されたとしても、株主総会で当該
議案が可決されない限り、取締役の地位が奪われ
ないため、解任対象取締役は直ちに不利益を受け
るわけではなく、逆に、②当該取締役会決議にお

いて解任対象取締役に議決権を行使させた結果、
当該決議が否決されたときでも、株主は株主提
案権（会社法 305 条）を行使し、あるいは株主総
会の招集を請求すること（会社法 297 条）により、
解任対象取締役の解任議案を提出することができ
るという点で代表取締役の解職とは状況を異にす
ることには注意が要る６）。
　まず、①についてみるに、代表取締役の解職や
二で掲げた決議事項とは異なり、取締役の解任は
最終的には株主総会で決着されることからすれ
ば、取締役を解任する議案を株主総会に提出する
か否かを取締役会で決議する段階では、解任対象
取締役の利害関係は直接的ではないと考えられ
る７）。このことから、解任対象取締役を議決に加
えたとしても、議決権行使が歪められるおそれは
代表取締役の解職に係る取締役会決議よりも少な
いとの見方が成り立ち得る。
　また、そもそも取締役の解任を巡り取締役の間
で意見の対立がある場合には、取締役間の利害対
立が顕在化しているとみることはできるとして
も、会社と取締役の間に利害対立が存在するとは
必ずしもいえないであろう。そうであれば、この
場合、議決権行使が歪められるという弊害をさほ
ど重要視する必要はないようにも思われる。
　この点、代表取締役の解職につき、代表取締役
の地位の争奪は会社支配を巡る争いの一環であ
り、取締役およびその背後にある株主の勢力関係
を反映せざるを得ず、忠実義務以前の問題である
との指摘８）があるところ、かかる指摘は、取締
役の解任の場合にも妥当するものと考えられる。
取締役の地位の争奪もまた会社支配を巡る争いの
一環であるとともに、株主総会における取締役の
解任決議が可決されるか否かは株主の勢力関係
（株主構成）に直接左右されるからである。

　２　本決定の判断基準の問題点と事案のあてはめ
　本件では、Ｘ１らを取締役から解任することに
ついて、取締役間で意見の対立があることから、
Ｙ１社において会社支配を巡る争いがあり、取締
役間に利害対立があると評価することは可能であ
ろう。他方、本決定は、解任対象取締役は、取締
役会において自己の解任議案が株主総会に提出さ
れるか否かが決定される以上、自己の身分に係る
重大な身分関係を有することは明らかであると説
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示するにとどまり、会社と解任対象取締役との間
に利害対立が存在するか否かを明確に述べること
なく、解任対象取締役に特別利害関係があると結
論づけており、この点には論理の飛躍があるとい
わざるを得ない。以上の点を踏まえれば、本件は、
本決定のいう忠実義務が正面から問題となり得る
事案であるとはいい難く、議決権行使の歪曲化の
弊害を論じる実益は少ないように思われる。
　次に、上記１の②について検討するに、株主は
株主総会決議で最終的に解任対象取締役を解任す
る余地があることに鑑みれば、当該取締役を取締
役会決議に加えたとしても、それが会社に及ぼす
影響は小さいとみることも可能であろう。しかし、
株主提案権や株主総会の招集請求権には少数株主
要件があり、それが充足されないときには、株主
から取締役解任の可否を問う機会すら奪うことに
なりかねない。本決定は、この点を重視し９）、解
任対象取締役が特別利害関係取締役に該当すると
結論づけたものと考えられる。
　ただ、取締役解任の可否を問う機会が奪われる
という問題が先鋭化するのは、少数株主要件を充
足しない株主が存在する株式所有が分散した会社
である。これに対し、本件では、Ｙ３社のＹ１社株
式の保有割合が 50％を超えており、少数株主要
件は充足されるため、Ｙ１社の株主であるＹ３社か
ら取締役解任の可否を問う機会が完全に奪われる
わけではない 10）。このことに鑑みれば、Ｘ１らの
特別利害関係取締役への該当性を否定してもよさ
そうである。その場合、Ｘ１らが本件取締役会決
議に加わることにより可否同数となり、同決議が
否決される可能性がある。これに対し、Ｙ３社は、
株主提案権等を通じて株主総会にＸ１らを取締役
から解任する議案を提出し、同議案を可決させる
ことが予想される。
　かくして、Ｘ１らは、特別利害関係取締役に該
当するか否かに関わらず、結論においてＹ１社の
取締役から解任されることとなる。本決定はこの
点に着目し、株主提案権等を通じた取締役の解任
議案の提出という迂遠な方法によらずに、会社提
案としてＸ１らをＹ１社の取締役から解任する議案
を本件臨時株主総会に提出することを可能とすべ
く、Ｘ１らが特別利害関係取締役に該当するとし
て同人らを本件取締役会決議に加えなかったこと
に会社法 369 条 2 項違反はなく、本件取締役会

決議は有効であると結論づけたとみることもでき
よう。

　四　本決定の射程
　本件は、株主総会に取締役の解任議案を提出す
るか否かを決定する取締役会決議において、解任
対象取締役の特別利害関係取締役への該当性が争
点とされたが、取締役の解任以外の議案の提出に
係る決議についても、取締役の特別利害関係の有
無が問題となり得よう。
　例えば、会社法 425 条に基づき取締役の責任
を一部免除する議案を株主総会に提出するか否か
についての取締役会決議について、本決定の射程
を及ぼし、対象取締役の特別利害関係取締役への
該当性を肯定すべきか否かについては検討の余地
があろう。
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５）福岡地判平 26・11・28 民集 70 巻 3 号 838 頁（LEX/
DB25542728）。

６）弥永真生「本件判批」ジュリ 1516 号（2018 年）3頁。
７）北村雅史「本件判批」法教 450 号（2018 年）140 頁。
８）龍田節＝前田雅弘『会社法大要〔第 2版〕』（有斐閣、
2017 年）123 頁。これによれば、解職の対象とされた
代表取締役は特別利害関係取締役に該当しないとされ
る。また、江頭・前掲注３）422 頁によれば、特に、閉
鎖会社においては、代表取締役の解職は、経営方針等の
業務執行を巡る二派の争いそのものである例が多いよう
に思われることから、同人の議決権を排除すべきではな
いとされる。

９）本村健ほか「本件判批」商事 2156 号（2018 年）55 頁。
10）ただし、北村・前掲注７）140 頁によれば、株主提案
権は、株主総会の日の 8週間前に行使しなければならな
いため、会社提案として取締役解任議案が提出されない
ことを知った少数株主は、次回の株主総会を待って当該
提案をする必要があるとされる。
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